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事業タイプ

経費区分

対象者の把握および介護予防マネジメントは、市（地域包
括支援センター）が実施し、通所型事業運営は在宅介護支
援センターに委託している。
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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

通所型介護予防事業通所型介護予防事業通所型介護予防事業通所型介護予防事業

開始年度 2006 終了年度 9999

介護保険法

目的 要支援・要介護状態になるおそれのある高齢者に対して、介護予防事業を行う。
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事業名

部署名 長寿福祉課

地区公民館等で、生活“すいすい”介護予防教室（通所型の介護予防事業：運動器の機能向上、栄養改善、口腔機能の向上に
効果のあると認められるもの）を実施する。

事業コード

1640

概要

法令
根拠

実施
形態
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容
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活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

交付金事業

物件費

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

参加者数 目標値 155155155155 160160160160 165165165165 170170170170 175175175175人

実績値 111111111111 112112112112

開催回数（1クール3ヵ月実施） 目標値 12121212 12121212 12121212 12121212 12121212クール

実績値 12121212 12121212

基本チェックリストにより生活機能が維持もし
くは改善している人の割合

％ 目標値 71717171 72727272 73737373 74747474 75757575

計算
根拠

「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するた
めの基本的な指針」による（維持改善者数／参加者数
×100）

実績値 64.264.264.264.2 67.067.067.067.0

達成率
（％）

90.490.490.490.4 93.093.093.093.0

実数値 71/11171/11171/11171/111 75/11275/11275/11275/112

ランク BBBB BBBB

健康で長生き、笑顔で暮ら
すまちづくり

高齢者福祉・介護サービス
を充実する

高齢者

基本目標 属性 基本施策

介護予防の推進

実施施策

4022

「人の増えるまち」づくり 健康長寿健康と長寿の推進

重点施策 分類（大） 分類（小）

831

H23事業名 通所型介護予防事業 1640
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

事業参加者は少ないものの、介護予防の取り組みが必要な虚弱高齢者は多数いる
と思われるため、推進していく必要性がある。

根
拠

事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

介護保険法第115条38において、市に地域支援事業の実施が規定されている。根
拠

根
拠

有
効

性
効

率
・
効

果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

一部委託事業としており、金額は他市と同様の設定をしている。根
拠

国の補助金の活用および参加料徴収を行っている。

根
拠

対象者になっても参加しない人に対して、訪問や電話による参加勧奨を積極的に
行う。

根
拠

より魅力のある事業プログラムを計画。

維持維持維持維持
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2
4
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取
組

み

【平成25年度　方向性】

地域包括支援センターのサブセンター設置の動向をみ
ながら、一次予防事業と一体的、連動的な実施を検討
する。

平
成
2
5
年

度
計

画

【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

一者随契等の特定の相手先への
委託事業のため

H23事業名 通所型介護予防事業 1640
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